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平成１６年１月結果の概要 

概 況 

 
１ 賃 金 

  所定内給与は前年同月比０．６％減の２３８，０８１円となった。超過労働給与は前年 

 同月差５，２８２円増加し、２２，０３１円であった。きまって支給する給与は１．３％ 

 増の２６０，１１２円となった。 現金給与総額は２．８％増の２７０，４２７円となっ 

 た。実質賃金は３．１％増となった。 

 

２ 労 働 時 間 

  総実労働時間は、前年同月比２．５％増の１４８．１時間となった。このうち、所定 

 外労働時間は、前年同月比２６．９％増の１１．５時間となった。 

  製造業の所定外労働時間は、２８．６％増となった。（１５か月連続で前年を上回っ 

 ている。） 

 

３ 雇 用 

  常用雇用は、６３７，８４４人となり前年同月比０．６％減となった。 

（調査産業計、事業所規模５人以上） 

注） （  ）内は前年同月比（％）、＜  ＞内は前年同月差（ポイント又は日、円）である。 

　[前年同月比でみて］
　○　きまって支給する給与は２６０，１１２円で１．３％増（１２ヶ月連続で前年を上回っている。）
　○　所定外労働時間は１１．５時間で２６．９％増（１６か月連続で前年を上回っている。）
　○　常用雇用指数は９５．９で０．６％減（１０ヶ月連続で前年を下回っている。）

　　　（調査産業計・事業所規模５人以上）

現 金 給 与 き ま って 支 給 所 定 内 給 与 超 過 労 働 給 与 特 別 に 支 払 わ
賃 金 総 額 す る 給 与 れ た 給 与
「一人平均」 ２７０，４２７円（　２．８） ２６０，１１２円（　１．３） ２３８，０８１円（△０．６） ２２，０３１円＜５，２８２＞ １０，３１５円＜　３，７５７＞

総 実 労 働 時 間 所 定 内 所 定 外 出 勤 日 数 所定外労働時間
労働時間 労 働 時 間 労 働 時 間 （ 製 造 業 ）
「一人平均」 １４８．１時間（　２．５） １３６．６時間（　０．９） １１．５時間（　２６．９） １８．７日＜　０．０＞ １６．６時間（　２８．６）

常 用 労 働 者 一 般 パ ー トタイム 入 職 率 離 職 率
雇 用 労 働 者 労 働 者
労働異動 ６３７，８４４人（△０．６） ５２１，９８７人 １１５，８５７人 0.9% 1.0%

※ 平成１６年１月に、事業所規模３０人以上の抽出替え（調査対象事業所の入れ替え）を

行ったことから、平成１６年１月分新調査結果においてギャップ修正を実施したため、過去に

さかのぼってすべての指数が改訂されています。 
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１ 賃金の動き 
（１） 現金給与総額（きまって支給する給与＋特別に支払われた給与）  
   １月の一人平均現金給与総額は規模５人以上調査産業計で前年同月比２．８％増の２７０，４２７円 

  （規模３０人以上では前年同月比３．５％増、２８９，２３０円）となった。 

    
   前年同月比  増加     製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、卸売・小売業，飲食店、 

                 金融・保険業 、サービス業         
          減少     建設業、運輸・通信業 

                                                    
（２） きまって支給する給与（所定内給与＋超過労働給与） 

   調査産業計で前年同月比１．３％増の２６０，１１２円（規模３０人以上では前年同月比３．０％増、 

  ２８２，５３７円）となった。 

 

    前年同月比 増加   製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、サービス業 

          減少   建設業、卸売・小売業，飲食店、金融・保険業 

                

   ○ 所定内給与は調査産業計で前年同月比０．６％減の２３８，０８１円（事業所規模３０人以上で 

    は前年同月比０．２％減、２５２，７４２円）となった。 

   ○ 超過労働給与は調査産業計で前年同月差５，２８２円増の２２，０３１円（事業所規模３０人以 

    上では前年同月差９，１４８円増、２９，７９５円）となった。 

（３） 特別に支払われた給与 

   調査産業計で、前年同月差３，７５７円増の１０，３１５円（事業所規模３０人以上では前年同月差 

  ２，０３０円増、６，６９３円）となった。 

 

    前年同月差 増加   電気・ガス・熱供給・水道業、卸売・小売業，飲食店、金融・保険業、 

                  サービス業 

          減少   建設業、製造業、運輸・通信業 

賃 金 の 推 移 － 調 査 産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上
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所 定 内 給 与 超 過 勤 務 給 与 特 別 給 与

賃 金 増 減 率 の 推 移 － 調 査 産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上 ( 対 前 年 同 月 比 )
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２ 労働時間の動き 
（１） 総実労働時間（所定内労働時間＋所定外労働時間） 

   調査産業計で、前年同月比２．５％増の１４８．１時間（事業所規模３０人以上で前年同月比２．７％ 

  増、１４９．０時間）となった。 

 

    前年同月比   増加    製造業、運輸・通信業、サービス業 

                         
            減少    建設業、電気・ガス・熱供給・水道業、卸売・小売業，飲食店                  

 
（２） 所定内労働時間 

   調査産業計で、前年同月比０．９％増の１３６．６時間（事業所規模３０人以上で前年同月比１．０％ 

  増、１３５．３時間）となった。 

 

    前年同月比   増加    製造業、サービス業 

            減少    建設業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、 

                  卸売・小売業，飲食店、金融・保険業 

 

（３） 所定外労働時間 

   調査産業計で、前年同月比２６．９％増の１１．５時間（事業所規模３０人以上で前年同月比２６．９％ 

  増、１３．７時間）となった。また製造業は、前年同月比２８．６％増の１６．６時間となった。 

 

    前年同月比   増加    建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、 

                  卸売・小売業，飲食店、金融・保険業、サービス業       

            減少    なし     

労 働 時 間 の 推 移 － 調 査 産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上 ( 対 前 年 同 月 比 )
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総 実 労 働 時 間 所 定 内 労 働 時 間

所 定 外 労 働 時 間 の 推 移 － 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上 (対 前 年 同 月 比 )
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調 査 産 業 計 製 造 業 卸 売 ・ 小 売 業 、 飲 食 店 サ ー ビ ス 業
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３ 雇用の動き 
（１） 常用雇用指数 

   月末常用労働者数（推計）は、調査産業計で６３７，８４４人、常用雇用指数（平成12年平均＝100  ） 
  は９５．９、前年同月比０．６％減（事業所規模３０人以上で３５１，６６３人、９４．３、前年同月比 

  ０．７％減）であった。 

 

   前年同月比   増加    卸売・小売業，飲食店 

           減少    建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、 

                 金融・保険業、サービス業       

（２） 常用労働者中のパートタイム労働者の比率 

   調査産業計で１８．２％、前年同月差０．８ポイントの増加（事業所規模３０人以上で１４．７％、前 

  年同月差変わりなし。）となった。 

 

   前年同月差   増加    建設業、製造業、卸売・小売業，飲食店 

           減少    電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、金融・保険業、 

                 サービス業 

常 用 雇 用 の 増 減 率 の 推 移 － 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上 (対 前 年 同 月 比 )
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調 査 産 業 計 製 造 業 卸 売 ・ 小 売 業 、 飲 食 店 サ ー ビ ス 業

□ 　 賃 金
平 成 １ ６ 年 １ 月 速 報 値 ─ 調 査 産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上

区 　 　 分 本 県 (円 ) 全 国 (円 ) 対 全 国 比 （ ％ ）

現 金 給 与 総 額 270 ,4 27 29 1, 57 4 9 2. 7％
き ま っ て 支 給 す る 給 与 260 ,1 12 27 7, 67 1 9 3. 7％
所 定 内 給 与 238 ,0 81 25 8, 66 2 9 2. 0％
所 定 外 給 与 22 ,0 31 1 9, 00 9 11 5. 9％

特 別 給 与 10 ,3 15 1 3, 90 3 7 4. 2％
※ 　 全 国 の 数 値 は 旧 集 計 （ 事 業 所 規 模 ３ ０ 人 以 上 の 調 査 対 象 事 業 所 入 れ 替 え 前 ） の 数 値 。

　 　 以 下 労 働 時 間 及 び 雇 用 に つ い て も 同 様 。

□ 　　 労 働 時 間
平 成 １ ６ 年 １ 月 速 報 値 ─ 調 査 産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上

区 　 　 分
本 県

（ 時 間 ）
全 国

（ 時 間 ）
対 全 国 差 増 減

（ 時 間 ）
総 実 労 働 時 間 数 1 4 8 . 1 1 4 1 . 9 6 . 2

所 定 内 労 働 時 間 数 1 3 6 . 6 1 3 2 . 0 4 . 6
所 定 外 労 働 時 間 数 1 1 . 5 9 . 9 1 . 6

( 参 考 ) 事 業 所 規 模 3 0 人
以 上 :製 造 業 1 7 . 8 1 6 . 6 1 . 2

□ 　 雇 用
平 成 １ ６ 年 １ 月 速 報 値 ─ 調 査 産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上

区 　 　 分 本 県 全 国 対 全 国 差 増 減
（ ポ イ ン ト ）

常 用 雇 用 指 数 9 5 . 9 9 8 . 4 △ 2 . 5
( 参 考 )事 業 所 規 模 5 人 以
上 : 製 造 業 9 1 . 1 9 0 . 8 0 . 3

( 参 考 )事 業 所 規 模 3 0 人
以 上 : 製 造 業 9 2 . 8 8 8 . 6 4 . 2


